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(57)【要約】
【課題】需要家で消費される消費電力のうち、発電種別
毎の電力の比率を定量的かつ簡易な方法で確認する。
【解決手段】収集部１０は、複数種類の発電方法各々で
発電される電力の時系列情報を、発電家情報サーバ１Ａ
から収集する。収集部１１は、需要家２における消費電
力の時系列情報を、通信ネットワーク６を介して発電家
情報サーバ２Ａから収集する。情報生成部１２は、収集
部１０で収集された発電電力の時系列情報と、収集部１
１で収集された消費電力の時系列情報とに基づいて、需
要家２で消費された一定時間当たりの電力量の発電方法
毎の比率に関する情報を生成する。情報提供部１３は、
情報生成部１２で生成され需要家２で消費された消費電
力量の発電方法毎の比率に関する情報をユーザ端末７に
提供する。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供する情報提供システムであって、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
する第１の収集部と、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集部と、
　前記第１の収集部で収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集部で収
集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費された消費電力の
発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成部と、
　前記情報生成部で生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力の発電
種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供部と、
　を備える情報提供システム。
【請求項２】
　前記発電家には、
　再生可能エネルギーを用いて発電を行う発電家が含まれる、
　請求項１に記載の情報提供システム。
【請求項３】
　前記各発電家から前記需要家に供給される電力には、
　前記特定規模電気事業者が卸電力市場から購入した電力が含まれ、
　前記第１の収集部は、
　卸電力市場から仕入れた電力が、複数種類の発電方法で発電された電力が混在している
場合には、当該電力を発電種別が不明な電力として、発電電力に関する時系列情報を収集
し、
　卸電力市場から仕入れた電力の発電種別が指定されている場合には、当該電力を指定さ
れた発電種別の電力として、発電電力に関する時系列情報を収集する、
　請求項１又は２に記載の情報提供システム。
【請求項４】
　前記各発電家で発電される電力を計測する発電電力計測部と、
　前記発電電力計測部で計測された発電電力に基づいて、前記発電電力の発電種別毎の時
系列情報を生成し、記録する発電電力記録部と、
　を備え、
　前記第１の収集部は、前記発電電力記録部から、前記発電電力の発電種別毎の時系列情
報を収集する、
　請求項１から３のいずれか一項に記載の情報提供システム。
【請求項５】
　需要家が消費する消費電力を計測する消費電力計測部と、
　前記消費電力計測部で計測された前記需要家における消費電力の時系列情報を生成し、
記録する消費電力記録部と、
　を備え、
　前記第２の収集部は、前記消費電力記録部から、前記需要家における消費電力の時系列
情報を収集する、
　請求項１から４のいずれか一項に記載の情報提供システム。
【請求項６】
　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供する情報提供方法であって、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
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する第１の収集ステップと、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集ステップと、
　前記第１の収集ステップで収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集
ステップで収集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費され
た消費電力の発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成ステップと、
　前記情報生成ステップで生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力
に関する発電種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供ステップと、
　を含む情報提供方法。
【請求項７】
　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供するコンピュータを、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
する第１の収集部、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集部、
　前記第１の収集部で収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集部で収
集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費された消費電力の
発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成部、
　前記情報生成部で生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力に関す
る発電種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供部、
　として機能させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報提供システム、情報提供方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　２００５年４月以降、既存の大手電力会社（例えば東京電力又は九州電力など）である
一般電気事業者とは別の特定規模電気事業者（新電力、ＰＰＳ；Power Producer and Sup
plier）が、契約電力５０ｋＷ以上の需要家に対して、一般電気事業者が有する送電網を
介して電力供給を行えるようになった。新電力から供給される電力は、一般電気事業者よ
り一般的に安価であるため、多くの需要家が新電力から電力供給を受けている。２０１５
年４月現在では、６５０社を超える新電力が存在している。２０１６年春の小口需要家の
市場への開放を前に、現在では大口需要家の新電力ビジネスが盛況となっている。電力の
市場は約２０兆円と言われている。九州電力等の一般電気事業者１０社、特定規模電気事
業者約６５０社がしのぎを削って価格競争を行っている。
【０００３】
　新電力は、種々の方法で発電を行う複数の発電機から供給される電力又は卸電力市場か
ら購入した電力を、送電網を介して、需要家に供給している。新電力の登場により、電力
会社の送電網を流れる電力は、種々のエネルギー源（複数種類の発電方式）によって発電
された電力が入り混じったものとなっており、送電網を流れる電力における発電種別毎の
電力比率は、時間的に変動している。需要家は、新電力との契約により、複数種類の発電
方式で発電された電力が入り混じったものの中から、契約電力分の電力供給を受けている
。
【０００４】
　新電力の登場により、需要家が電力を選ぶ時代が到来している。新電力を含めどのよう
な電力会社を選択するかは、需要家の方針によって決めることができる。例えば、電力の
完全な安定供給を希望する需要家もいれば、少しでも安い電力を求めて火力発電あるいは
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原子力発電による電力を希望する需要家もいる。また、原発反対という理由のため、太陽
光発電又は再生可能エネルギーで発電された電力を希望する需要家もいる。また、ＣＯ2

排出反対という理由のため、再生可能エネルギーを希望する需要家もいる。再生可能エネ
ルギーで発電された電力を好んで消費したいとする需要家は、ある一定割合存在する。
【０００５】
　一方で、新電力は、自由競争に勝つために、需要家の様々な要求に応えるべく、他の業
者と様々な差別化を図っている。例えば、発電種別にはこだわらず、原子力発電又は火力
発電により、安定的かつ安価に供給される電力を主力商品として扱っている新電力もある
。
【０００６】
　逆に、主として太陽光又は風力の再生可能エネルギーで発電した電力を主力商品として
扱っている新電力も現れている。しかしながら、太陽光や風力などの自然エネルギーにつ
いては、発電量が自然任せとなり、供給される電力及び発電種別毎の電力比率の時間変動
が大きくなるため、常に、自然エネルギーだけで需要家に対して２４時間３６５日１００
％の電力供給を行うことは容易ではない。再生可能エネルギーのみによる電力供給は事実
上不可能であり、再生可能エネルギーの比率は、全エネルギーの２０％～３０％というの
が限界となっている。このため、需要家に再生可能エネルギーを利用したいという要求が
あっても、結局のところ、需要家は、他のエネルギーにより発電された電力も使用せざる
を得ない。
【０００７】
　新電力は、どのような発電方法で発電された電力をどの程度供給しているかを開示して
いるので、需要家は、新電力から電力を購入した場合には、供給される電力がどのような
発電方法で発電されているのかを確認することはできる。しかしながら、供給される電力
の変動量や発電方法の種別毎の発電比率を需要家が確認するのは現状では困難である。
【０００８】
　そうした中、消費電力における発電種別毎の電力の割合を確認したいとする需要家が現
れている。例えば、低価格を第一の価値とせず、エコに貢献していることを第一の価値と
し、再生可能エネルギーを利用した電力を利用していることを開示することで企業価値を
高めることができるからである。例えば、発光ダイオードを照明装置として用いた野菜工
場などでは、自然エネルギーで賄われている電力比率が高いことが、企業イメージの向上
につながる。需要家の要求に応えるべく、発電方法の種別の消費電力に占める割合を表示
することができる表示システムが開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第５４５７８５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上述のように、自らの消費電力が、どのような発電方法によって発電され、その発電比
率はどのような割合であるのかを確認することは、需要家にとってより重要な問題となっ
ている。
【００１１】
　上記特許文献１に開示された表示システムでは、発電種別毎の電力比率を表示すること
ができる。しかしながら、多数の発電機、多数の新電力等の電力供給会社が接続し、また
多数の需要家が接続する複雑な送電網にこのシステムをそのまま適用するのは困難である
。このシステムを実現するには、電力を送電する送電システムを全面的に変更する必要が
ある。
【００１２】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、需要家で消費される消費電力のうち
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、発電種別毎の電力の比率を定量的かつ簡易な方法で確認することができる情報提供シス
テム、情報提供方法及びプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明の第１の観点に係る情報提供システムは、
　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供する情報提供システムであって、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
する第１の収集部と、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集部と、
　前記第１の収集部で収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集部で収
集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費された消費電力の
発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成部と、
　前記情報生成部で生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力の発電
種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供部と、
　を備える。
【００１４】
　前記発電家には、
　再生可能エネルギーを用いて発電を行う発電家が含まれる、
　こととしてもよい。
【００１５】
　前記各発電家から前記需要家に供給される電力には、
　前記特定規模電気事業者が卸電力市場から購入した電力が含まれ、
　前記第１の収集部は、
　卸電力市場から仕入れた電力が、複数種類の発電方法で発電された電力が混在している
場合には、当該電力を発電種別が不明な電力として、発電電力に関する時系列情報を収集
し、
　卸電力市場から仕入れた電力の発電種別が指定されている場合には、当該電力を指定さ
れた発電種別の電力として、発電電力に関する時系列情報を収集する、
　こととしてもよい。
【００１６】
　前記各発電家で発電される電力を計測する発電電力計測部と、
　前記発電電力計測部で計測された発電電力に基づいて、前記発電電力の発電種別毎の時
系列情報を生成し、記録する発電電力記録部と、
　を備え、
　前記第１の収集部は、前記発電電力記録部から、前記発電電力の発電種別毎の時系列情
報を収集する、
　こととしてもよい。
【００１７】
　需要家が消費する消費電力を計測する消費電力計測部と、
　前記消費電力計測部で計測された前記需要家における消費電力の時系列情報を生成し、
記録する消費電力記録部と、
　を備え、
　前記第２の収集部は、前記消費電力記録部から、前記需要家における消費電力の時系列
情報を収集する、
　こととしてもよい。
【００１８】
　本発明の第２の観点に係る情報提供方法は、
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　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供する情報提供方法であって、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
する第１の収集ステップと、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集ステップと、
　前記第１の収集ステップで収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集
ステップで収集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費され
た消費電力の発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成ステップと、
　前記情報生成ステップで生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力
に関する発電種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供ステップと、
　を含む。
【００１９】
　本発明の第３の観点に係るプログラムは、
　特定規模電気事業者と需要家との契約及び特定規模電気事業者と発電種別がそれぞれ異
なる複数の発電家との契約により、前記各発電家から前記需要家に供給される電力の発電
種別毎の比率に関する情報を提供するコンピュータを、
　前記各発電家における発電電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集
する第１の収集部、
　前記需要家における消費電力に関する時系列情報を、通信ネットワークを介して収集す
る第２の収集部、
　前記第１の収集部で収集された発電電力に関する時系列情報と、前記第２の収集部で収
集された消費電力に関する時系列情報とに基づいて、前記需要家で消費された消費電力の
発電種別毎の比率に関する情報を生成する情報生成部、
　前記情報生成部で生成された前記各発電家から前記需要家で消費された消費電力に関す
る発電種別毎の比率に関する情報を外部に提供する情報提供部、
　として機能させる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、複数種類の発電方法各々で発電される、複数の発電家の発電電力の時
系列情報と、需要家における消費電力の時系列情報とに基づいて、需要家で消費された消
費電力の発電種別毎の比率に関する情報を生成し、外部に提供する。このようにすれば、
発電機から送電網を介して需要家に至る送電網そのものの仕組みを変更することなく、需
要家で消費される消費電力のうち、発電種別毎の電力の比率を定量的かつ簡易な方法で確
認することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施の形態に係る新電力による電力を供給するシステムの構成を示す
ブロック図である。
【図２】送電網を介して発電家が需要家に電力を送る送電システムの構成を示すブロック
図である。
【図３】本発明の一実施の形態に係る情報提供システムの構成を示すブロック図である。
【図４】発電家情報サーバが記憶する情報を示すブロック図である。
【図５】図５（Ａ）は、発電家によって発電される１日の電力の変動の一例（その１）を
示すグラフである。図５（Ｂ）は、発電家によって発電される１日の電力の変動の一例（
その２）を示すグラフである。
【図６】需要家情報サーバが記憶する情報を示すブロック図である。
【図７】需要家によって消費される１日の電力の変動の一例を示すグラフである。
【図８】本発明の一実施の形態に係る情報提供システムの構成を示すブロック図である。
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【図９】図９（Ａ）は、複数の発電家で発電される電力量の時間変化の一例を示すグラフ
である。図９（Ｂ）は、複数の需要家で消費される電力量の時間変化の一例を示すグラフ
である。
【図１０】本発明の一実施の形態に係る情報提供システムの動作を示すフローチャートで
ある。
【図１１】図１１（Ａ）は、複数の発電家で発電される電力の１日の変動の時間変化の一
例を示すグラフである。図１１（Ｂ）は、需要家で消費される電力の発電方法の種別毎の
電力比率の１日の時間変化の一例を示すグラフである。図１１（Ｃ）は、情報提供システ
ムで算出される電力の発電方法の種別毎の電力量の比率の一例を示す円グラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の一実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。図１に示すように、電
力売買システム１００は、新電力（ＰＰＳ）１と需要家２との間の契約により、ＰＰＳ１
が需要家２へ電力を供給するシステムである。
【００２３】
　ＰＰＳ１は、複数の発電家３から電力を直接仕入れている。発電家３は、太陽光発電、
風力発電、水力発電、地熱発電、潮流発電、バイオマス発電、原子力発電、火力発電等、
様々な発電方法で発電を行う発電設備を備える。ＰＰＳ１は、複数種類の発電方法で発電
を行う発電家３から電力を仕入れ、仕入れた電力を需要家２に供給している。
【００２４】
　卸電力市場４は、相対取引又は取引所における取引により、電力を売買する市場である
。卸電力市場４へは、様々な発電家３が電力を卸売販売している。ＰＰＳ１は、卸電力市
場４からも電力を仕入れている。ＰＰＳ１が卸電力市場４へ、仕入れた電力又は発電した
電力を卸売販売することもある。ＰＰＳ１は、発電家３から仕入れた電力又は卸電力市場
４から仕入れた電力を、需要家２に分配供給している。
【００２５】
　図２に示すように、一般電気事業者の電力の送電網５には、複数の発電家３と複数の需
要家２が接続されている。発電家３は、発電電力を送電網５に送っている。送電網５は、
発電電力を需要家２に送る。送電網５には、発電家３からの電力を変電する変電所等が含
まれる。変電所は、発電家３からの電力を、需要家２で使用される電力に変換している。
需要家２は、送電網５から電力の供給を受け、需要家２が有する負荷が電力を消費する。
このように、発電家３の発電電力は、複数種類の発電方法で発電され、一般電気事業者の
送電網５を介して需要家２に供給される。発電家３は、ＰＰＳ１が所有し、ＰＰＳ１によ
って管理されるものであってもよい。
【００２６】
　ＰＰＳ１は、複数の発電家３のうち、幾つかの発電家３から電力を仕入れる契約を交わ
している。図２では、ＰＰＳ１と契約した発電家３が点線で囲まれている。この契約には
、ＰＰＳ１と発電家３との直接の電力の売買契約、卸電力市場４における電力の売買契約
が含まれる。さらに、ＰＰＳ１は、複数の需要家２のうち、幾つかの需要家２へ電力を供
給する契約を交わしている。図２では、ＰＰＳ１と契約した需要家２が点線で囲まれてい
る。これらの契約により、ＰＰＳ１と契約した需要家２には、ＰＰＳ１と契約した発電家
３から、送電網５を介して電力が供給される。
【００２７】
　図３に示すように、本発明の一実施の形態に係る情報提供システム５０は、発電家情報
サーバ１Ａ、需要家情報サーバ２Ａ、情報提供サーバ２０によって構築されている。発電
家情報サーバ１Ａ、需要家情報サーバ２Ａ、情報提供サーバ２０は、例えば、インターネ
ット等の通信ネットワーク６を介して接続可能となっている。発電家情報サーバ１Ａ、需
要家情報サーバ２Ａ、情報提供サーバ２０及びユーザ端末７は、ＣＰＵ、メモリ及び通信
インターフェイス等を有するコンピュータであり、ＣＰＵ（Central Processing Unit）
がメモリに格納されたソフトウエアプログラムを実行することにより、その機能を発揮す
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る。
【００２８】
　発電家情報サーバ１Ａは、ＰＰＳ１又はその代理店によって運営されているサーバであ
る。発電家情報サーバ１Ａは、発電家に関する情報を記憶する。
【００２９】
　図４に示すように、各発電家３には、発電される電力を計測する電力センサ３Ａが取り
付けられている。電力センサ３Ａの検出情報は、通信ネットワーク６を介して発電家情報
サーバ１Ａに送られる。
【００３０】
　図５（Ａ）及び図５（Ｂ）には、それぞれ発電方法が異なる発電家３によって発電され
る電力の１日の変動の一例が示されている。図５（Ａ）は、太陽光発電の発電家３で発電
された電力の１日の変動である。図５（Ａ）に示すように、太陽光発電は、日中だけ発電
電力が高く、夜間は発電電力がほぼ０となっている。図５（Ｂ）は、原子力発電の発電家
３で発電された電力の１日の変動である。図５（Ｂ）に示すように、原子力発電は、発電
電力は時間によらず一定となっている。
【００３１】
　発電家情報サーバ１Ａは、複数種類の発電方法各々で発電される電力の時系列情報を、
通信ネットワーク６を介して収集する。これにより、図５（Ａ）及び図５（Ｂ）に示すよ
うな情報が、発電家情報サーバ１Ａに蓄積される。
【００３２】
　なお、卸電力市場４から仕入れている電力については、卸電力市場４においてＰＰＳ１
から購入した電力における発電方法の種別毎の時系列情報が公表されていない。したがっ
て、卸電力市場４から電力の発電種別の割合は基本的に未知（unknown）となる。ただし
、卸電力市場４で売られている電力の中には、発電方法が限定されているものもある。例
えば、エネルギー源が太陽光発電等のグリーンエネルギーに限定された電力が卸電力市場
４で売られている。この場合は、電力の発電種別をグリーンエネルギーと１つにまとめて
考え、表示等するようにしてもよい。
【００３３】
　需要家情報サーバ２Ａは、ＰＰＳ１又はその代理店によって運営されているサーバであ
る。需要家情報サーバ２Ａは、需要家２に関する情報を記憶する。図６に示すように、各
需要家２には、発電される電力を計測する電力センサ２Ｃが取り付けられている。電力セ
ンサ２Ｃの検出情報は、通信ネットワーク６を介して需要家情報サーバ２Ａに送られる。
【００３４】
　図７には、需要家２によって消費される電力の１日の変動の一例が示されている。この
需要家２は、例えば人工光源で植物を育成する植物工場である。図７に示すように、日中
を、人工光源を用いて植物を照らす必要があるため、植物工場の電力は日中が大きくなる
。
【００３５】
　需要家情報サーバ２Ａは、需要家２における消費電力の時系列情報を、通信ネットワー
ク６を介して提供する。これにより、図７に示すような情報（１日の消費電力の時系列情
報）が、需要家情報サーバ２Ａに蓄積される。
【００３６】
　情報提供サーバ２０は、需要家２に、消費電力の発電方法毎の電力比率を、ユーザ端末
７に提供する。図８に示すように、情報提供サーバ２０は、収集部１０と、収集部１１と
、情報生成部１２と、情報提供部１３と、を備える。
【００３７】
　第１の収集部としての収集部１０は、複数種類の発電方法各々で発電される電力の時系
列情報（例えば、図５（Ａ）及び図５（Ｂ）に示す発電家３の発電電力の時系列情報）を
、通信ネットワーク６を介して発電家情報サーバ１Ａから収集する。収集部１０の動作は
、情報提供サーバ２０の通信インターフェイス、ＣＰＵ及びメモリの動作によって実現さ
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れる。
【００３８】
　図９（Ａ）には、複数の発電家３で発電される電力量の時間変化の一例が示されている
。図９（Ａ）では、１日における３時間毎の太陽光発電、風力発電、火力発電による電力
量（発電量）が棒グラフで示されている。図９（Ａ）に示すように、各発電家３における
発電量の合計は、時間帯毎に変動し、太陽光発電、風力発電、火力発電による電力量の割
合も変化する。収集部１０は、この図９（Ａ）に示される電力量の時間変化が求められる
ような情報、すなわち数種類の発電方法各々で発電される電力の時系列情報を収集する。
【００３９】
　ここで、ＰＰＳ１が、卸電力市場４から電力を仕入れている場合には、収集部１０は、
その電力の発電種別を”unknown”として電力の時系列情報を収集する。また、卸電力市
場４から仕入れた電力の発電種別がグリーンエネルギーに限定されている場合には、収集
部１０は、発電種別を”グリーンエネルギー” として、電力の時系列情報を収集するよ
うにしてもよい。
【００４０】
　第２の収集部としての収集部１１は、需要家２における消費電力の時系列情報を、通信
ネットワーク６を介して発電家情報サーバ２Ａから収集する。
【００４１】
　また、図９（Ｂ）には、各需要家２で消費される電力量の時間変化の一例が示されてい
る。図９（Ｂ）では、１日における３時間毎の４つの需要家２（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）におけ
る消費電力量が棒グラフで示されている。図９（Ｂ）に示すように、各需要家２における
消費電力量の合計は、時間帯毎に変動し、需要家２（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）による消費電力量
の割合も変化する。収集部１１は、この図９（Ｂ）に示される消費電力量の時間変化を求
められるような情報、すなわち各需要家２で消費される電力の時系列情報を収集する。収
集部１１の動作は、情報提供サーバ２０の通信インターフェイス、ＣＰＵ及びメモリの動
作によって実現される。
【００４２】
　図９（Ａ）及び図９（Ｂ）を比較するとわかるように、同じ時間帯において、複数の発
電家３で発電される発電量の合計と、複数の需要家２（Ａ～Ｄ）で消費される電力量の合
計とは常に一致する。
【００４３】
　情報生成部１２は、収集部１０で収集された発電電力の時系列情報と、収集部１１で収
集された消費電力の時系列情報とに基づいて、需要家２で消費された一定時間当たりの電
力量の発電方法毎の比率に関する情報を生成する。
【００４４】
　例えば、図９（Ａ）に示すように、１５時－１８時において、受給電力量が１００ｋＷ
ｈであり、太陽光発電、風力発電、火力発電の比率が３０％、１０％、６０％であったと
する。一方、図９（Ｂ）に示すように、１５時－１８時における消費電力量は、上記受給
電力量と同じ１００ｋＷとなる。ここで、需要家２（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）の消費電力がそれ
ぞれ３０ｋＷｈ、１０ｋＷｈ、４０ｋＷｈ、２０ｋＷｈであったとする。
【００４５】
　この場合、情報生成部１２は、需要家２（Ａ）については、１５時－１８時における太
陽光、風力、火力の消費電力量を、それぞれ９ｋＷｈ、３ｋＷｈ、１８ｋＷｈと算出する
。また、情報生成部１２は、需要家２（Ｂ）については、１５時－１８時における太陽光
、風力、火力の消費電力量を、それぞれ３ｋＷｈ、１ｋＷｈ、６ｋＷｈと算出する。さら
に、情報生成部１２は、需要家２（Ｃ）については、１５時－１８時における太陽光、風
力、火力の消費電力量を、それぞれ１２ｋＷｈ、４ｋＷｈ、２４ｋＷｈと算出する。さら
に、情報生成部１２は、需要家２（Ｄ）については、１５時－１８時における太陽光、風
力、火力の消費電力量を、それぞれ６ｋＷｈ、２ｋＷｈ、１２ｋＷｈと算出する。情報生
成部１２は、このようにして、収集部１０、１１で収集された情報に基づいて、各需要家
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２で消費される電力量の発電種別毎の比率に関する情報を生成する。
【００４６】
　なお、ＰＰＳ１が、卸電力市場４から電力を仕入れている場合には、情報生成部１２は
、その電力の発電種別を”unknown”として電力量の発電種別の比率に関する情報を生成
する。また、卸電力市場４から仕入れた電力の発電種別がグリーンエネルギーに限定され
ている場合には、情報生成部１１は、発電種別を”グリーンエネルギー” として電力量
の発電種別の比率に関する情報を生成するようにしてもよい。情報生成部１２の動作は、
情報提供サーバ２０のＣＰＵ及びメモリの動作によって実現される。
【００４７】
　情報提供部１３は、パーソナルコンピュータ、携帯端末等のユーザ端末７にＷｅｂペー
ジを提供するＷｅｂサーバである。情報提供部１３は、情報生成部１２で生成された需要
家２で消費された消費電力量の発電方法毎の比率に関する情報をユーザ端末７に提供する
。この情報は、需要家２のＷｅｂページのコンテンツとして、ユーザ端末７のブラウザに
提供されるのが一般的であるが、ユーザ端末７上で動作するアプリケーションによって、
ユーザ端末７の画面に表示されるものであればよい。情報提供部１３の動作は、情報提供
サーバ２０の通信インターフェイス、ＣＰＵ及びメモリの動作によって実現される。
【００４８】
　なお、ＰＰＳ１が、卸電力市場４から電力を仕入れている場合には、情報提供部１３は
、その電力の発電種別を”unknown”として電力量の発電種別の比率に関する情報を提供
する。また、卸電力市場４から仕入れた電力の発電種別がグリーンエネルギーに限定して
指定されている場合には、情報提供部１３は、発電種別を”グリーンエネルギー” とし
て電力量の発電種別の比率に関する情報を提供するようにしてもよい。
【００４９】
　ユーザ端末７は、パーソナルコンピュータ、スマートフォン等の携帯端末であり、通信
ネットワーク６に接続可能で、情報提供サーバ２０から提供される情報を表示出力したり
、音声出力したりすることができる情報端末である。
【００５０】
　次に、情報提供サーバ２０の処理の流れについて説明する。
【００５１】
　図１０に示すように、情報提供サーバ２０の収集部１０は、複数種類の発電方法各々で
発電される発電家３における発電電力の時系列情報を、通信ネットワーク６を介して、発
電家情報サーバ１Ａから収集する（ステップＳ１）。
【００５２】
　続いて、情報提供サーバ２０の収集部１１が、需要家２における消費電力の時系列情報
を、通信ネットワーク６を介して発電家情報サーバ２Ａから収集する（ステップＳ２）。
図１１（Ａ）には、このようにして収集された発電家３における発電電力の時系列情報の
一例が示されている。ここで示される発電方法の種別は、太陽光発電、風力発電、火力発
電、原子力発電である。図１１（Ａ）に示すように、太陽光発電は、日中の発電電力が高
く夜間は低い一方、原子力発電の発電電力は１日中一定である。
【００５３】
　続いて、情報提供サーバ２０の情報生成部１２は、収集部１０で収集された電力の時系
列情報と、収集部１１で収集された消費電力の時系列情報とに基づいて、需要家２で消費
された消費電力の発電方法毎の比率に関する情報を生成する（ステップＳ３）。図１１（
Ｂ）には、このようにして収集された需要家２における消費電力の時系列情報の一例が示
されている。
【００５４】
　続いて、情報提供サーバ２０の情報提供部１３は、情報生成部１２で生成された需要家
２で消費された消費電力量の発電方法毎の比率に関する情報を提供する（ステップＳ４）
。例えば、ユーザ端末７から情報提供サーバ２０へアクセスがあった場合、情報提供サー
バ２０は、需要家２のＷｅｂページのコンテンツとして、例えば図１１（Ｃ）に示すよう
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な、電力比率を示す円グラフの画像を含むＨＴＭＬ（HyperText Markup Language）デー
タを、ユーザ端末７に送る。これを受信すると、ユーザ端末７のブラウザが、ＨＴＭＬデ
ータに含まれる円グラフのデータを画面に表示する。この円グラフを見たユーザ（例えば
需要家２の顧客）は、需要家２が、例えば、全体の消費電力のうち、再生利用エネルギー
を用いた発電が、どの程度の比率で行われているかを確認することができる。
【００５５】
　なお、このときに表示されるグラフは円グラフでなく、棒グラフであってもよい。また
、単に、発電方法の種別毎の割合を数値で表示するものであってもよい。
【００５６】
　ユーザに自らの発電種別毎の消費電力の比率を開示することは、エコロジーに関する企
業イメージアップが必要な需要家２にとっては、極めて重要である。例えば、ＬＥＤを人
工光源として用いた植物工場等の需要家２であれば、この植物工場で太陽光で発電された
電力を積極的に利用していることをホームページで明示すれば、需要家２のブランド力を
著しく上げることが可能である。しかしながら、太陽光発電は昼間しか発電できないので
、夜間については、太陽光発電以外の発電電力を用いざるを得ないのが実情である。した
がって、この植物工場が、太陽光で発電された電力を積極的に利用していることを、定量
的にアピールし顧客の信頼を得るためには、太陽光発電がどの程度の割合で用いられるの
かを、正確に顧客に伝える必要がある。
【００５７】
　そこで、この実施の形態に係る情報提供システム５０は、発電種別毎の割合を、需要家
２（植物工場）のホームページに表示可能とする。このようにすることで、例えば、消費
電力が１００％太陽光発電で賄われているものではなくても、その定量的な電力比率の表
示によって企業の正直さや信頼感を、顧客等にアピールすることができる。
【００５８】
　以上詳細に説明したように、本実施の形態によれば、複数種類の発電方法各々で発電さ
れる発電家３の発電電力の時系列情報と、需要家２における消費電力の時系列情報とに基
づいて、需要家２で消費された消費電力の発電方法毎の比率に関する情報を生成し、提供
する。このようにすれば、発電家３から送電網５を介して需要家２に至る送電網５そのも
のの仕組みを変更することなく、需要家２が、消費電力のうち、発電方法毎の電力の比率
を定量的かつ簡易な方法で確認することができる。
【００５９】
　なお、上記実施の形態では、発電種別のうち、太陽光発電の比率を重要視する需要家２
が、情報提供システム５０を利用する場合について説明した。しかしながら、本発明はこ
れには限られない。太陽光発電に加え、風力発電、地熱発電、潮流発電、バイオマス発電
等の再生利用可能エネルギーの電力比率を重要視する需要家２に対してもこの情報提供シ
ステム５０を利用可能である。また、原子力発電の電力比率を重要視する需要家２に対し
ても、この情報提供システム５０を利用可能である。さらには、火力発電等の化石燃料を
用いた電力比率を重要視する需要家２に対しても、この情報提供システム５０を利用可能
である。
【００６０】
　この情報提供システム５０では、複数のＰＰＳ１について発電方法の種別毎に電力比率
を表示することができるので、需要家２がＰＰＳ１を選択する指標として用いることがで
きる。
【００６１】
　上記実施の形態に係る情報提供システム５０は、図２に示す電力を供給する発電家３、
送電網５及び需要家２について設計変更を行う必要はない。
【００６２】
　なお、上記実施の形態では、需要家２の消費電力の１日の電力量の発電種別毎の比率を
表示するものとしたが、これには限られない。例えば、１時間の電力量であってもよいし
、１週間、１年の電力量であってもよい。
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【００６３】
　また、発電家３での発電電力及び需要家２での消費電力を情報提供システム５０が直接
収集して、それらの計測値に基づいて、需要家２の消費電力における発電種別毎の比率を
算出し、それをリアルタイムに表示出力するようにしてもよい。
【００６４】
　上記実施の形態では、需要家２を植物工場としたが、これには限定されない。例えば、
需要家２がレストラン等の飲食業、牧場等の生産者であってもよい。この場合にも、再生
可能エネルギーの定量的な電力比率の表示によって企業の正直さや企業に対する信頼度の
高さを、顧客等にアピールすることができる。
【００６５】
　その他、発電家情報サーバ１Ａ、需要家情報サーバ２Ａ、情報提供サーバ２０のハード
ウエア構成やソフトウエア構成は一例であり、任意に変更および修正が可能である。
【００６６】
　情報提供サーバ２０は、専用のシステムによらず、通常のコンピュータシステムを用い
て実現可能である。例えば、前記の動作を実行するためのコンピュータプログラムを、コ
ンピュータが読み取り可能な記録媒体（フレキシブルディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－
ＲＯＭ等）に格納して配布し、当該コンピュータプログラムをコンピュータにインストー
ルすることにより、前記の処理を実行する情報提供サーバ２０を構成してもよい。また、
インターネット等の通信ネットワーク上のサーバ装置が有する記憶装置に当該コンピュー
タプログラムを格納しておき、通常のコンピュータシステムがダウンロード等することで
情報提供サーバ２０を構成してもよい。
【００６７】
　情報提供サーバ２０の機能を、ＯＳ（オペレーティングシステム）とアプリケーション
プログラムの分担、またはＯＳとアプリケーションプログラムとの協働により実現する場
合などには、アプリケーションプログラム部分のみを記録媒体や記憶装置に格納してもよ
い。
【００６８】
　搬送波にコンピュータプログラムを重畳し、通信ネットワークを介して配信することも
可能である。たとえば、通信ネットワーク上の掲示板（BBS, Bulletin Board System）に
コンピュータプログラムを掲示し、ネットワークを介してコンピュータプログラムを配信
してもよい。そして、このコンピュータプログラムを起動し、ＯＳの制御下で、他のアプ
リケーションプログラムと同様に実行することにより、前記の処理を実行できるように構
成してもよい。
【００６９】
　この発明は、この発明の広義の精神と範囲を逸脱することなく、様々な実施の形態及び
変形が可能とされるものである。また、上述した実施の形態は、この発明を説明するため
のものであり、この発明の範囲を限定するものではない。すなわち、この発明の範囲は、
実施の形態ではなく、特許請求の範囲によって示される。そして、特許請求の範囲内及び
それと同等の発明の意義の範囲内で施される様々な変形が、この発明の範囲内とみなされ
る。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　この発明は、特定規模電気事業者（ＰＰＳ）から供給される電力の発電方法毎の電力比
率を需要家や他のユーザ等が確認するのに好適である。
【符号の説明】
【００７１】
　１　新電力（ＰＰＳ）、１Ａ　発電家情報サーバ、２　需要家、２Ａ　需要家情報サー
バ、、２Ｃ　電力センサ、３　発電家、３Ａ　電力センサ、４　卸電力市場、５　送電網
、６　通信ネットワーク、７　ユーザ端末、１０　収集部、１１　収集部、１２　情報生
成部、１３　情報提供部、２０　情報提供サーバ、５０　情報提供システム、１００　電
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